
　
令
和
６
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
前
年
度
よ
り
３
０
０
万
円
少
な
い
総
額
64
億
４
，
９
０

０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
本
町
の
財
政
見
通
し
は
、
合
併
以
降
、
施
設
の
統
廃
合
や
事
務
事
業
の
見
直
し
、
定
員
管

理
な
ど
の
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ん
で
き
た
も
の
の
、
令
和
２
年
度
で
終
了
し
て
い
る
合
併

算
定
替
え
の
影
響
や
人
口
減
少
に
伴
う
普
通
交
付
税
の
減
少
に
よ
り
主
要
一
般
財
源
は
減
少

で
推
移
し
て
い
く
一
方
、
社
会
保
障
関
係
費
、
高
騰
が
続
く
物
価
対
応
や
老
朽
化
し
た
公
共

施
設
の
長
寿
命
化
対
策
費
な
ど
経
常
的
な
財
政
需
要
の
増
に
よ
り
、
財
政
運
営
は
一
層
厳
し

さ
を
増
し
て
い
く
と
想
定
さ
れ
ま
す
。

　
こ
う
し
た
現
状
の
中
で
も
、
町
が
策
定
し
た
「
八
峰
町
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合

戦
略
」
に
基
づ
く
産
業
振
興
や
移
住
・
定
住
対
策
、
少
子
化
対
策
に
向
け
た
取
組
を
積
極
的

に
推
進
し
、「
第
２
次
八
峰
町
総
合
振
興
計
画
」
の
町
の
将
来
像
「
白
神
の
自
然
と
人
と
で

創
る
や
す
ら
ぎ
の
ま
ち
」
及
び
町
長
公
約
の
「
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ふ
る
さ
と
を
」
の
実
現

を
図
る
た
め
、
令
和
６
年
度
の
当
初
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
職
員
一
人
ひ
と
り
が
事
業

に
お
け
る
コ
ス
ト
を
意
識
し
な
が
ら
財
源
確
保
と
歳
出
抑
制
に
取
り
組
み
、
メ
リ
ハ
リ
の
あ

る
予
算
編
成
に
努
め
る
と
と
も
に
、
令
和
５
年
度
に
発
生
し
た
災
害
の
現
状
復
旧
に
継
続
し

て
対
応
し
て
い
く
こ
と
と
し
ま
し
た
。

八
峰
町
予
算
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

令和６年度

一
般
会
計
予
算
は
64
億
４
，９
０
０
万
円

（
注
２
）
依
存
財
源
と
は
国
や
県
か

ら
交
付
さ
れ
、
ま
た
、
町
債
と
し

て
町
が
借
り
入
れ
る
お
金
で
す
。

　
町
に
は
一
般
会
計
と
は
別
に
、

５
特
別
会
計
と
２
公
営
企
業
会
計

が
あ
り
ま
す
。
令
和
６
年
度
よ
り

合
併
処
理
浄
化
槽
事
業
特
別
会
計

が
公
営
企
業
会
計
の
下
水
道
事
業

会
計
に
追
加
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
の
特
別
会
計
の
予

算
総
額
は
24
億
９
８
２
万
２
千
円

で
、
公
営
企
業
会
計
の
予
算
総
額

は
12
億
１
，
１
７
０
万
６
千
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

■
歳
入

　
自
主
財
源
（
注
１
）
の
柱
で
あ

る
町
税
は
６
億
１
，
２
７
９
万
７

千
円
で
前
年
度
よ
り
１
・
２
％
増
、

分
担
金
及
び
負
担
金
が
７
３
８
万

６
千
円
で
11
・
２
％
の
減
と
な
っ

た
ほ
か
、
繰
入
金
は
３
億
36
万
４

千
円
で
49
・
３
％
の
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。
　

　
自
主
財
源
全
体
で
は
13
億
８
，

３
２
０
万
３
千
円
で
前
年
度
よ
り

16
・
９
％
減
少
し
て
お
り
、
収
入

全
体
の
う
ち
自
主
財
源
は
21
・
４
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
地
方
交
付
税
や
国
・
県

支
出
金
な
ど
の
依
存
財
源
（
注
２
）

の
割
合
は
78
・
６
％
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
収
入
全
体
の
７
割
以
上
が
国
や

県
に
頼
る
厳
し
い
財
政
状
況
で
す
。

■
歳
出

　
目
的
別
で
は
総
務
費
が
14
億
２
，

９
２
５
万
７
千
円
で
ト
ッ
プ
。
つ

い
で
、
民
生
費
、
教
育
費
と
続
い

て
い
ま
す
。
ま
た
、
性
質
別
で
は

人
件
費
、
公
債
費
、
扶
助
費
の
義

務
的
経
費
が
24
億
５
，
８
６
７
万

５
千
円
で
歳
出
全
体
の
38
・
１
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

　（
注
１
）
自
主
財
源
と
は
町
が
自

主
的
に
収
入
し
う
る
財
源
を
い
い
、

町
税
、
分
担
金
及
び
負
担
金
、
使

用
料
及
び
手
数
料
、
財
産
収
入
、

寄
附
金
、
繰
入
金
、
繰
越
金
、
諸

収
入
が
こ
れ
に
該
当
し
ま
す
。

予
算
概
要

令
和
６
年
度

　
　
特
別
会
計
予
算

義務的
経費

        (5.1%増）

投資的経費
(12.9%減）

その他
（1.6%減）

町税:9.5% 
　6億1,279万7千円(前年比:1.2%増）

地方譲与税等:3.7% 
　2億3,612万5千円(前年比:2.7%減）

町債:13.9%  
　8億9,270万円(前年比:20.3%増）

人件費:18.9%  
　12億1,758万2千円
　(前年比:8.1%増）

公債費:12.4%  
　8億388万2千円
　(前年比:1.1%増）

扶助費:6.8%  
　4億3,721万1千円
　(前年比:4.9%増）

普通建設事業費及び
災害復旧事業費:7.0%
　4億4,952万6千円
　(前年比:12.9%減）

物件費:17.2%  
　11億904万8千円
　(前年比:3.3%減）

繰出金:7.4%  
　4億7,928万1千円
　(前年比:2.4%増）

補助費:19.5%  
　12億5,787万3千円
　(前年比:2.5%減）

積立金:2.0%  
　1億2,899万円
　(前年比:2.2%増）

その他:8.8%  
　5億6,560万7千円
　(前年比:0.0%）

国県支出金:10.9% 
　7億123万9千円(前年比:15.5%増）

地方交付税:50.2% 
　32億3,573万3千円(前年比:1.3%増）

分担金及び負担金:0.1% 
　738万6千円(前年比:11.2%減）

使用料及び手数料:0.9% 
　5,795万円(前年比:1.9%減）

財産収入:0.2% 
　1,444万円(前年比:27.1%増）

寄附金:1.6%  
　1億3千円(前年比:0.0%）

繰入金:4.7% 
　3億36万4千円(前年比:49.3%減）

繰越金:0.5% 
　3,000万円(前年比:0.0%）諸収入:4.0% 

　2億6,026万3千円(前年比:0.6%増）

自主財源
13億8,320万3千円

21.4％
（前年比:17.0%減）

歳入
64億4,900万円 
（0.1%減）  

歳 出
（目 的 別）
64億4,900万円 
（0.1%減）  

歳出
（性 質 別）
64億4,900万円 
（0.1%減）  

依存財源
50億6,579万7千円 

78.6％
（前年比:5.8%増）  

22.2 %

土木費
5億5,348万4千円（19.9％減） 
【主な事業】
町道目名潟大沢線整備事業　6,300万円
道路・河川等維持管理業務委託事業　2,500万円
住まいづくり応援事業　2,000万円
道路橋定期点検業務委託事業　1,600万円

【主な事業】
消防団活動事業　3,347万2千円
消防車整備事業　3,324万円
危険な空き家対策事業　1,043万5千円

【主な事業】
小中学校スクールバス運行事業　1億13万1千円
教育ICT環境整備事業　2,881万3千円

公債費とは町債などの返済金のことです。

その他 3億3,244万6千円（25.9％増）
【主な事業】
災害復旧費　1億100万1千円
諸支出金　1億3,404万6千円

【主な事業】
多面的機能支払事業　7,321万7千円
鳥獣被害対策事業　1,283万3千円

商工費
4億268万3千円（0.7％減）
【主な事業】
中小企業支援事業　1億414万円
ハタハタ館整備事業　8,550万円

16.1%

4.2%
9.8%6.2%

8.6%
2.2% 

12.4%

5.2%

【主な事業】
一般廃棄物処理施設整備負担金事業　3億1,208万4千円
旧岩館小学校解体事業　8,425万円
集会施設等整備事業　5,610万円
巡回バス・デマンド型乗合有償運送事業　3,872万4千円
地域おこし協力隊事業　1,417万4千円

総務費
14億2,925万7千円（23.9%増）

【主な事業】
社会福祉協議会運営事業　2,800万円
基幹相談支援センター運営事業　1,865万5千円
成年後見制度中核機関運営事業　645万円

民生費
10億3,677万4千円（1.9%増） 

【主な事業】
健診（検診）事業　1,727万6千円
子ども・妊婦等予防接種事業　908万1千円

衛生費
2億7,039万7千円（33.8％減）

農林水産業費
6億3,437万3千円（11.9％減）

消防費
1億4,278万2千円（16.1％減） 

教育費
8億4,292万2千円（2.0％増）

公債費 8億388万2千円（1.1％増）

13.1%

※表中の比率は、端数処理により各項目と合計は
　必ずしも一致しません。

会　　計　　別 令和６年度 令和５年度 前年比
国 民 健 康 保 険 867,955 874,572 ▲ 0.8%
介 護 保 険 事 業 1,307,004 1,281,862 2.0%
後 期 高 齢 者 医 療 115,754 106,816 8.4%
沢 目 財 産 区 27,392 23,847 14.9%
町 営 診 療 所 91,717 86,323 6.2%

合　　計 2,409,822 2,373,420 1.5%
各公営企業会計の予算額

会　　計　　別 令和６年度 令和５年度 前年比
簡 易 水 道 事 業 470,777 566,859 ▲ 16.9%
下 水 道 事 業 740,929 721,586 2.7%

合　　計 1,211,706 1,288,445 ▲ 6.0%

各特別会計の予算額 （単位：千円、％）

（単位：千円、％）
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